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Ⅰ 新経営改革プランの策定について     

 

１ 病院事業の現状 

 市立室蘭総合病院（以下「市立病院」という。）は、明治５年９月に前

身である官立病院が室蘭に開設されて以来、室蘭・登別地域を代表する

唯一の基幹公立病院として、室蘭市をはじめとする近隣市町村住民に、

総合的かつ高度な医療の提供を行ってきた。  
 また、平成９年６月には現在地に移転新築を行い、診療科を増設し、

広く近隣市町村住民に質の高い医療を提供することとしたが、移転に伴

う収益減、初度材料・備品、移転経費や病院跡地売却の遅れ等により、

約 6 億 5,100 万円の地方財政法上の資金不足を生じた。  
 以来、地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供し続けられるよう、

平成 18 年 3 月には外部有識者で構成する市立室蘭総合病院経営委員会
の提言を基に、「室蘭市病院事業中期経営計画」を策定し経営改善を進め

たほか、平成 21 年 3 月には、総務省の「公立病院改革ガイドライン」
を踏まえ、「市立室蘭総合病院経営改革プラン」を策定し、経営改善を進

めてきたところである。  
 この間、救急外来部門・リハビリテーション部門の移設・拡大、高度

治療室（ＨＣＵ）の設置を初めとした院内各部門の再編・整備による診

療の効率化、施設の稼働率向上を通じて収益確保に努め、また、画像診

断フイルムレス化の実施や、材料等の経済的調達等を通じて経費の縮減

に努めてきた。  
このような取り組みの下、ピーク時（平成 16年度末）には約 10億 8,900

万円を抱えた資金不足を、平成 23 年度末で解消したものの、老齢人口
の増加等による医療需要の複雑多様化に加え、医師の都市部への集中に

よる偏在は、当地域でも例外ではなく、当院においても、常勤医師が不

在となる診療科が発生する等、常勤医師は年々減少する傾向で、それに

伴い患者数も減少し、依然として経常損失を計上する厳しい経営状況が

続いている。  
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患者数の減少傾向が続く一方で、院舎建物の延命化、設備、大型医療

機器の更新等、必要に迫られた投資が多数重なる時期となる。  
 今後とも地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供し続けるため、

収益確保・費用縮減を通じた経営基盤の強化と、単年度の負担が過大と

ならない計画的な投資の実行という 2 つの課題に、病院経営は同時に対
応を迫られている。  

 
２ 新経営改革プラン策定の趣旨 

 平成 17 年度以来、室蘭市病院事業中期経営計画、市立室蘭総合病院
経営改革プランの下に、経営基盤の強化に努め、平成 23 年度で不良債
務を解消したものの、依然として経常収支比率は 100％を下回っており、
財務基盤は脆弱である。  
 加えて、院舎建物の延命化、設備、大型医療機器の更新等に計画的に

対応しなければならない時期となっており、これらは多額の投資が必要

であるが、医療提供体制を維持する為には必要な投資であり、市立病院

の経営は厳しい状況が続くことが予想される。  
今後とも、地域における公的医療を中心的に担う基幹病院として安

全・安心の地域づくりを確保し、地域に必要な医療を安定的かつ継続的

に提供し続けるためには、院舎建物の延命化、設備、大型医療機器の更

新等医療の提供に必要なインフラを維持する為の計画的な投資の実行と、

投資を可能にするための更なる財務基盤の強化に努めるとともに、スタ

ッフの確保・育成、院内職員の情報共有化、他医療機関等との連携・情

報共有化を進める等、一層の経営基盤の強化を図らなければならない。  
加えて、国においては、人口減少や少子高齢化が急速に進行する中で、



 - 3 -

今後、医療に対する需要が大きく変化することを見込み、平成 26 年 6
月に「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律」を制定し、地域包括ケアシステムの構築を

推進し、一方では、平成 27 年 3 月には総務省が「新公立病院改革ガイ
ドライン（以下「新ガイドライン」という。）」を策定し、これらの医療

制度改革と密接に連携しつつ公立病院の改革を求めている。  
経営改革プランの計画期間は平成 24 年度で終了したが、上述の理由

により、新ガイドラインを踏まえて引き続き経営基盤の強化に努める必

要があるため、「市立室蘭総合病院新経営改革プラン（以下「新経営改革

プラン」という。）」を策定し、持続可能な病院経営を目指すものとする。  
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Ⅱ 市立病院が果たすべき役割          

 

１ 地域への医療提供 

 市立病院は、地域の他医療機関等と協力・連携を進め地域の医療を支

える他、救急、精神、結核、感染症、災害等の不採算・特殊部門に関す

る医療を提供する。  
 地域医療については、急性期医療を基本としつつ、室蘭市が制定した

「室蘭市がん対策推進条例」を踏まえ、休日の乳がん検診の実施や常勤

医による放射線治療をはじめ、手術、化学療法などのがん治療の提供を

行う。  
 他医療機関等との協力・連携については、平成 22 年度に患者情報共
有システム（ ID-Link）を整備し、同システムを利用する医療機関等で
西胆振 SWAN（スワネット）という協議会を立ち上げ、薬の処方データ、
レントゲン等の画像データ、血液等の検査結果データ等の患者情報を共

有化し、スムーズな患者の転・退院をはじめとした協力・連携を進めて

いる。  
平成 27 年度末時点での西胆振 SWAN には、患者情報開示病院・閲覧

病院（診療所）合わせて４６の医療機関等が加入しており、引き続き、

加入医療機関等の増加に努め、地域の他医療機関等と協力・連携を深め

るとともに、他地域との連携についても模索しつつ、個々の患者にとっ

て最適な医療を提供する体制の構築に努める。  
また、平成 25 年度に運用を開始した救急医療連携システムは、搭載

できる情報量が多い IC チップを内蔵したカードを採用しており、同カ

ードを保持する人が不慮の事故、急病等で救急搬送が必要になった際に、

血液型、アレルギー、感染症、既往歴、受診歴等の個人情報を、現場へ

急行した救急隊員と当院救急センターの医師・看護師と共有することで、

迅速な救急搬送・移送に資するよう努めている。  
不採算・特殊部門における、救急医療については、頭部外傷を含む高

エネルギー外傷に対応できる西胆振圏域内唯一の医療機関として、救急

医療の中心、最後の砦としての役割を、より一層果たすべく、重篤な救

急患者へ効率的かつ病状・患者ニーズに対応した最善の医療提供のため、

引き続き、スタッフが十分能力を発揮できる職場環境の確保、CT・MRI
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装置をはじめとした検査・診断機器の充実、救急医療に熟練したスタッ

フの確保・育成等に努めるとともに、上記の患者情報医療連携システム

の試験運用の経験・実績の蓄積により、迅速な救急搬送等に資するよう

努める。  
精神医療については、同一病院内に一般急性期病棟と精神病棟の両方

を抱えるという地域唯一の病院となっていることから、今後とも、がん

等身体合併症を抱える精神病患者への医療を提供し続けるとともに、地

域の精神保健領域の中でも他の医療機関との協力・連携を進める。  
結核医療については、市立病院は胆振・日高圏域で唯一、感染症医療

については、西胆振圏域で唯一の病床を維持しており、病床利用率は極

端に低いが、多剤耐性結核・重症感染症への対応等、いざという場合に

備えての重要性が増しており、病床を地域に備えておかなければならず、

今後とも、地域の理解のもと医療提供体制を維持する。  
災害医療については、この地域は有珠山噴火災害など災害好発地域で

あるとともに、「ものづくりのまち」としての工場災害、また、海陸交通

の要衝としての交通災害等の発生に備える必要がある。  
市立病院は災害拠点病院に指定されており、負傷者を同時に多数受け

入れなければならない場面を想定した災害訓練を年に１回実施している

ほか、DMAT（※注１）を編成し、被災地へ迅速に医療スタッフを派遣
することが可能な体制を整えている。  
今後においては、引き続き災害訓練等を通じ、スタッフの災害対応力

強化に努めるとともに、災害時用の医薬品・医療材料・食糧・燃料等の

備蓄充実、災害対応物品備蓄スペース・簡易ベッド・非常用電源の確保

等、ハード面の整備・充実化に努める。  
また、室蘭市は多数の大型船舶が出入港する国際拠点港湾、石油・鉄

鋼等のコンビナートを抱える北海道を代表する重化学工業都市であり、

NBC 災害（※注２）を意識した災害医療体制の整備・充実にも取り組む。  
ほかに、がん診療については、北海道から「がん診療連携指定病院」

に指定され、西胆振の地域がん診療の拠点として５大がんの診療を充実

させる。  
 また、室蘭港には外国客船が多数入港し、近隣には外国人観光客が多

数訪れる洞爺湖、登別等の観光地が立地しており、これら外国人観光客

の傷病者発生にしっかりと備える。  
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さらに、平成２３年２月に「市立室蘭みなと診療所（以下「みなと診

療所」という）」を開設したが、みなと診療所が立地している蘭西地区は

市内で最も高齢化が進んでいるにもかかわらず、市内で最も医療提供体

制が手薄となっているため、今後においても引き続き、市立病院との連

携のもと、みなと診療所を通じて蘭西地区に内科系一次医療を安定的か

つ継続的に提供し続けると同時に、地域住民の健康を守る健診業務も積

極的に進める。 

 これらの医療を地域へ安定的・持続的に提供するため、引き続き札幌

医科大学をはじめとした大学病院等との関係を緊密にし、医療提供に必

要不可欠な医師の確保に努める。  
また、地域においては人口減少が続く中、高齢者人口もピークにさし

かかり、今後は高齢者人口そのものも減少局面へと移行していくことが

予想されており、それにあわせて医療に対するニーズも変化していくこ

とが予想されるが、今後とも、急性期を担う医療機関として、他医療機

関等との連携の下、地域の急性期医療を支えるとともに、地域包括ケア

病棟を含め、回復期機能に関しても強化を図っていく。また、地域包括

ケアシステムの構築に関しては、在宅医療の面からその窓口となる「医

療連携・患者支援推進センター」を平成２８年４月に開設し、看護師、

医療ソーシャルワーカー、事務職員が当院の外来、入院患者に対して各

種相談、入退院支援や、医療・介護施設等との連携を行い、在宅復帰や

転院による専門的治療・療養に向けて、患者や家族に対して適切な対応・

支援を行う。  
※注１  

 DMAT（災害派遣医療チーム、Disaster Medical Assistance Team）とは、医師、看護師な

どで構成され、大規模災害や事故などの現場に急性期（おおむね 48時間以内）に活動できる

機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チーム。 

※注２ 

 NBC災害とは、核（ nuclear）、生物（ biological）、化学物質（ chemical）による特殊災害の

こと。NBC災害では大量被災者が出ることが想定され、発生する頻度が低いことにもかかわら

ず、対応に特別な知識が必要であり、通常の災害対応に加え、医療スタッフの防護や患者の

除染が必要になる。  
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２ スタッフの確保・育成  
 地域において必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくためには、

スタッフの確保・育成が最も重要な課題である。  
 特に医師確保については、優先課題であることから、今後も道内医育

大学への医師派遣の働きかけを積極的に行うとともに、情報交換により

各教室のニーズを把握し、医師受け入れに努める。また、道外医育大学

等については、さまざまな機会を捉え情報収集に努め、医師確保に繋げ

る。  
 さらに、医師の待遇改善を定期的に行い、これに加え、臨床研修医の

積極的な受け入れを行うとともに、研修環境の整備・充実化を図ると同

時に、医師事務補助体制の整備等、医師の勤務環境整備と負担軽減にも

努める。  
 また、看護師確保のため、新人看護師研修の充実、院内保育所の環境

整備による就労支援体制の充実、看護技術向上のための院内研修・教育

の実施や、認定看護師等、（社）日本看護協会が認定する資格を積極的に

取得させる等、各種資格の取得を推進するほか、看護師の離職防止の取

り組みに努める等、看護師の確保・育成に努める。  
コメディカルやＭＳＷ等他の医療職種についても、豊富な知識・経験

をもつスタッフを確保し、市立病院が中核病院として地域との連携を推

進しつつ、教育・研修を通じて資質能力の向上に努めながら一層の充実

に努め、また、事務部門職員についても人材確保・育成に努め、院内調

整能力、経営企画立案能力の向上を図り、収益の確保、経営基盤の強化

につなげる。  
 スタッフの確保・育成については、患者動向、収支計画を踏まえなが

ら適切に取り組む。  
 
３ 病院経営健全化と一般会計による経費負担  
市立病院が今後とも地域へ果たすべき役割を安定的・持続的に提供す

るためには、院舎建物の延命化、設備、大型医療機器の更新等医療の提

供に必要なインフラを維持する為の計画的な投資と、収益確保・費用縮

減を通じた経営基盤の強化をより一層進めなければならない。ただし、

費用については、単純に縮減を進めるのみでは医療と収益を確保できな

い場合もあるため、節約できるものと積極的に支出すべきものの見極め
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をしっかりと行い、収益確保に努める必要がある。  
 また、病院事業は地方公営企業として運営される以上、独立採算が原

則であるが、公立病院として維持・提供し続けなければならない不採算

の医療について、地域と住民の理解を求めながら、地方公営企業繰出金

に関する総務省の基本的な考え方を踏まえ、他の病院の動向を調査しつ

つ、適宜、市財政当局と協議し、病院事業の実態に即した経費負担を求

める。  
 さらに、市立病院が果たしている広域的な役割に鑑み、北海道・保健

所等の協力・調整や、地域での理解と協議を促進する。  
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＜市立病院の繰入金に関する基本的な考え方＞  
繰出根拠 経理区分 繰出項目 基本的な考え方

●医師等医療スタッフ人件費

●救急告示病床数確保に要する経費

●災害拠点病院としての施設整備費

●災害時救急医療のための材料・備品等整備費

保健衛生行政事務に要する経費 ●保健衛生に関わる行政として行われる事務に要する経費

医業外他会計負担金 看護師養成のための経費 ●看護師養成のための必要経費

●結核病床の維持・運営に要する経費

（収支不足分）

●精神病棟運営に要する経費

（収支不足分）

●感染症病棟運営に要する経費

（収支不足分）

●リハビリテーショ ン医療に要する経費

（収支不足分）

●周産期医療に要する経費

（収支不足分）

●小児医療に要する経費

（収支不足分）

●付属診療所の運営に要する経費

（収支不足分）

高度医療に要する経費 ●高度医療機器に要する経費

●企業債利息支払いに要する経費

H14以前借入分＝３分の２

H14以降借入分＝２分の１

●企業債元金支払いに要する経費

H14以前借入分＝３分の２

H14以降借入分＝２分の１

建設改良に要する経費 ●建設改良に要する経費の２分の１

研究研修・経営研修に要する経費 ●研究研修・経営研修に要する経費の２分の１

医師確保対策に要する経費 ●勤務環境の改善及び医師の派遣を受けることに要する経費

地方公営企業会計制度改正対応に要す

る経費
●会計システムの改修に要する経費の２分の１

児童手当に要する経費 ●地方公営企業繰出金に関する総務省通知基準額

●院内保育所の運営に要する経費

（収支不足分）

共済追加費用の負担に要する経費 ●共済追加費用の負担額の一部

基礎年金拠出金に係る公的負担に要す

る経費

●前々年度において経常収支不足が生じている場合、公的負担に要する

経費の一部

特別利益他会計繰入

金
その他 ●災害の復旧その他特別な理由により補助が必要になった場合

経営に伴う収入を

もって充てることが

適当でない経費

（法第17条の２第1

項第1号）

医業他会計負担金
救急医療の確保に要する経費

経営に伴う収入の

みをもって充てるこ

とが客観的に困難

であると認められ

る経費

（法第17条の２第1

項第2号）

医業外他会計負担金

結核病院の運営に要する経費

精神病院の運営に要する経費

感染症医療に要する経費

リハビリテーショ ン医療に要する経

費

周産期医療に要する経費

小児医療に要する経費

付属診療所の運営に要する経費

企業債利息に要する経費

資本（又は剰余金）
企業債元金償還に要する経費

災害の復旧その他

特別の理由により

必要な場合の補助

（法第17条の３）

医業外他会計補助金

院内保育所の運営に要する経費

 
※法＝地方公営企業法  
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Ⅲ 経営効率化に係る計画           

 
１ 計画期間及び基本目標  
 新経営改革プランの計画期間は、平成２５年度から平成３２年度まで

の８年間とする。また、新経営改革プランにおける基本目標は、①医師

の確保を含めた診療体制の整備を行うとともに、職員の資質向上と教育

制度の強化を図り、地域住民から選ばれる病院を目指す。②院舎建物の

延命化、設備、大型医療機器の更新等医療の提供に必要なインフラを維

持する為の投資を北海道地域医療構想や医療需要の見通しを踏まえて計

画的に進める。③計画期間の最終年度には、一般会計からの所定の繰出

し後、経常収支比率１００％以上を達成できるよう経営基盤の強化を進

める。以上３点を基本目標とし、経営改革プランを策定する。  
 
（１）経営指標に係る数値目標 

 新経営改革プランの基本目標達成のため、計画期間年度ごとの経営指

標に係る数値目標を以下のように設定する。  
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（２）医療機能等指標に係る数値目標  
 計画期間年度ごとの市立病院としての医療機能等指標に係る数値目標

を以下のとおり設定する。  

 
 
２ 基本目標達成に向けた取り組み  
（１）経営形態について 

 平成２０年４月に地方公営企業法を全部適用し、平成２２年度からは

専任の病院事業管理者を設置し、医療と経営の役割分担の下、経営基盤

の強化に取り組んでいる。  
また、平成１９年度より、民間医療機関・医療関連産業等への勤務経

験者を事務部門に積極的に採用し、民間的経営手法の導入に努めている。 
今後においても、引き続き、地方公営企業法全部適用の下で、病院事

業管理者の人事権による民間医療機関・医療関連産業等に勤務経験のあ

る職員をタイムリーに採用する等、人材確保に努める。  
西胆振医療圏においては、人口は減少傾向にあり、高齢者人口も減少

局面に移行していくことが予想されているものの、今後しばらくは、高

齢者に多い疾患や病状の重症と療養の長期化、合併症をもつ患者が相当

数存在し続けることが予測される。それらの患者を受け入れる体制を確

保するためには、地域の他医療機関等との協力・連携を進めると同時に、

提供する医療機能・規模に適宜見直しを加え、急性期医療を提供しつつ

も、在宅復帰支援の強化、在宅医療の充実を進めていかなければならな

い。そのことにより、地域住民が安心してこの地域に定住していくこと
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ができ、また、当院にとっても安定的な収益確保による経営改善、経営

基盤の強化につながる。  
 これまでも、ニーズの変化に対応すべく、精神病床の削減、リハビリ

部門の移設拡大、ＨＣＵの開設、地域包括ケア病棟の開設などを実施し

てきたが、現在の一般病床４０１床、結核病床２４床、精神病床１２０

床、感染症４床の合計５４９床の事業規模については、当院のみが受け

入れ可能な高エネルギー外傷など重篤な救急対応や、精神科等の２次救

急も含めた救急医療の提供体制維持も意識しつつ、地域における人口減

少・高齢化の進展に伴う医療に対するニーズの変化、患者動向等を見極

めながら、必要に応じ適宜検討を加える。  
 なお、現在の診療科の状況及び一般病床利用率を考慮し、病棟の適正・

効率的な運営のため、一般病床４０１床のうち、１６床（ＩＣＵ４床、

ＨＣＵ１２床）は高度急性期として、４８床（地域包括ケア病棟）は回

復期として運用し、残りの３３７床は病床利用状況等を適宜判断し、病

床コントロールを強化する。  
 
（２）再編・ネットワーク化について  
 区域内においては、当院と同規模の民間病院が存在し、それぞれの特

性を活かした機能分担や地域の医療機関との連携のもとで急性期をはじ

めとした地域医療を担っている。また、みなと診療所とは、外来医療の

役割分担を一層進めつつ、紹介等を含め更に連携を深める。  
 平成２２年度には西胆振医療情報連携ネットワーク（ ID-Link）を運
用する医療機関の連携組織である西胆振 SWAN が発足し、医療機関間の
情報連携が活発化し、転退院時における患者の利便性が向上している。  
 今後においては、北海道域地域医療構想や西胆振保健医療福祉圏域連

携推進会議における議論を踏まえ、このような ICT 技術の活用などによ
り、他医療機関等との更なる連携を進める。  
 
（３）経営の効率化について  
 診療材料について、平成１７年６月よりＳＰＤ（診療材料等一元管理）

を導入し、不良在庫発生の抑制に努めており、今後とも引き続き診療材

料の在庫管理を徹底する。  
また、物品流通に関する情報収集能力、院内物流企画・管理能力、購
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入価格交渉力を強化するため、引き続き用度部門の充実・強化に取り組

み、物品の経済的調達による経費縮減に努める。  
 さらに、当院は平成 22 年度からＤＰＣ対象病院となり、全国のＤＰ
Ｃ対象病院における医療提供の内容等の各種のデータを分析可能となっ

ており、引き続き、診療現場へ他医療機関と比較した自院の診療内容に

関する分析結果等の情報を発信し、収益確保のため不効率・無駄な部分

を見直しすることで、効率的で良質な医療を提供できる体制を構築し経

費削減に努める。  
 ほかに、後発医薬品の採用促進、BEMS（注３）を活用した院内省エ
ネ促進等、経費の圧縮に努める。  
 
 
 
 
 
（４）地域医療構想を踏まえた取り組みについて 

市立病院では、平成 27 年度に地域包括ケア病棟を開設し、急性期を
脱した患者がスムーズに自宅等へ復帰できるよう回復期病床の整備を行

い、それに加え、平成 28 年度には医療連携・患者支援推進センターを
設置し看護師等による在宅等復帰支援体制の充実を図り、入院と同時に

退院に向けた取り組みをセンター内にある訪問看護室の看護師との連携

を行うことで在宅医療に向けた支援に繋げる。また、室蘭市の介護部門

等との地域包括ケアシステム構築に向けた合同講演会を開催し市民周知

に努める等定期的に情報交換を行い、住み慣れた地域で生活を継続でき

るよう介護と医療の連携に努める。  
また、北海道地域医療構想では、2025 年における医療需要と必要な機

能別病床数の推計を行っている。この推計は人口や医療の変化を踏まえ

定期的に見直しを行っていくとされているが、当院としても、この推計

を強く意識し、提供する医療の規模・内容について適宜検討する。  
 
 
 
 

※注３ 

BEMS（Building Energy Management System）とは、建物に設置された設備や機器の運転データ、エネルギ

ー使用量データを蓄積・解析し、効率よく制御することでエネルギー消費量の最適化・低減を図るシステム。 
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（５）収入増加・確保対策  
 薬剤管理指導、栄養指導等の算定数拡大に引き続き努めるほか、平成

２７年度には地域包括ケア病棟、平成２８年度には医療連携・患者支援

推進センターを開設し、患者の入院時から専門的知識を有する職員が関

わることにより、患者がスムーズに自宅等へ復帰できるよう支援体制を

強化しつつ、安定的な収益の確保を図る。  
 また、平成２３年度にはリハビリテーション部門を移設し、スペース

の大幅拡大と、リハビリ技師の増員を図り、リハビリ実施件数の拡大に

努めている。今後も引き続きリハビリ技師の確保、増員に努め、リハビ

リ機能の更なる増強を図り増収に努める。  
併せて、個々の患者の栄養状態を回復・改善し、良好に維持するため

の栄養サポートチーム（ＮＳＴ）の活動や、管理栄養士等による病棟訪

問による栄養指導を強化し、患者の早期回復に努めるとともに、収益の

確保に努める。  
リハビリテーション機能の増強、ＮＳＴ活動・栄養指導の強化は、患

者の早期離床・転退院、在宅復帰にとって非常に重要な要素であり、患

者のメリットばかりではなく、病院経営にとっても病床回転率の向上、

全体の診療単価を押し上げる効果が期待されるため、また、地域に提供

する医療の質向上、地域の他医療機関等との協力・連携推進の観点から

も強力に推進する。  
 さらに、西胆振地域は人口が減少傾向にあり、かつ、全国平均よりも

高齢化が進行し、今後は高齢者人口も減少局面に移行していく。  
高齢者は若年者に比べ疾病に罹患しやすく長期化する傾向が強い。ま

た、合併症を引き起こす場合も多く、今後しばらくの間はこのような患

者が相当数存在し続けることが予想される。  
 患者数に占める高齢者の割合は増加していくため、今後は、これらを

踏まえた患者動向・医療に対するニーズの変化を的確に把握・分析し、

必要とされる医療を効率的に提供出来る体制の構築に努め収益を確保す

る。  
 ほかに、事務部門への民間医療機関・医療関連産業等に勤務経験のあ

る職員を引き続き登用し、２年毎の診療報酬制度変更への対応力強化に

努め、新たな診療報酬制度下での評価係数の動向を的確に見極め、当院

のポジションにおいて最大限の係数を取得し、収益の増加に努める。  
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（６）院舎建物の延命化対策、設備・大型医療機器等の更新  
 院舎建物の延命化、設備、大型医療機器の更新等医療の提供に必要な

インフラを維持する為の計画的な更新・改修工事が必要な時期となって

いる。  
 これらの更新・改修工事について、収支の状況、北海道地域医療構想、

医療需要の見通しを勘案しつつ、単年度の負担が過大とならないよう、

実施計画に適宜必要な修正を加えて実施する。  

医療機器 建設改良工事等

通常機器更新等 東西棟避難階段改修工事

320列ＣＴ装置更新 南棟屋上防水工事

空調中央監視システム工事

熱源（ﾎﾞｲﾗ・冷温水発生器）更新設計委託

通常機器更新等 熱源更新工事

放射線治療装置更新 熱源更新工事監理委託

熱源用煙突更新工事

熱源用煙突更新工事監理委託

電気自家発電機改修基本設計委託

潮香荘擁壁改修基本設計委託

建物外部等劣化調査診断業務委託

通常機器更新等 みなと診療所屋上防水改修

建物外部等改修実施設計委託

ナースコールシステム更新

潮香荘擁壁改修実施設計委託

潮香荘擁壁改修に伴う家屋調査委託

通常機器更新等 電気中央監視装置更新工事

建物外部等改修Ⅰ期工事

建物外部等改修Ⅰ期工事　監理委託

潮香荘擁壁改修及び建物解体工事Ⅰ

医療機器更新等 建物外部等改修　Ⅱ期工事(監理委託含む）

PACS更新 潮香荘擁壁改修及び建物解体工事Ⅱ

手術顕微鏡システム（脳外）更新

医療機器更新等 建物外部等改修　Ⅲ期工事

電子カルテシステム更新 建物外部等改修　Ⅲ期工事　監理委託

廃ガスボイラー改修工事設計委託

医療機器更新等 建物外部等改修　Ⅳ期工事

血管造影装置更新 建物外部等改修　Ⅳ期工事　監理委託

MRI装置更新 排ガスボイラー改修工事

無停電装置・高調波抑制装置バッテリー基盤交換

医療機器更新等 建物外部等改修　Ⅴ期工事

建物外部等改修　Ⅴ期工事　監理委託

※１）整備項目・内容等は毎年度の予算編成時等に必要な見直しを加える。

※2）通常医療機器等とは、取得予定価格が5千万円以下の医療機器。

25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度

32年度

年度
整備項目 整備項目

平成25年度～平成32年度　医療機器更新・建設改良工事等予定
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（７）その他  
 入院患者に対するイベント食の提供、食欲不振患者への個別対応の強

化、院内売店のコンビニ化により院内アメニティーの向上を図り、患者

満足度・誘引力を高める工夫に努める。  
 また、診療面以外の分野においても、ひまわりサロンの開催や、がん

相談支援センターの設置、リレーフォーライフへの参加、給食材料をは

じめとした地産地消、病院ホームページ・病院広報誌を活用した情報発

信の活性化など、地域と幅広く連携を進める。  
これらにより、地域への情報提供と説明を強化し、医療・病院に対す

る住民の理解を促し、地域を支え、地域に支えられる病院づくりを進め

る。  
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３ 計画期間における収支計画  
 計画期間における年度ごとの収支計画は以下のとおりである。  
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Ⅳ その他                  

 

１ 地方公営企業会計制度の見直しについて  
 地方公営企業会計制度の見直しに伴い、平成３０年度決算より、地方

財政法上の資金不足比率計算の際には、賞与、貸倒等の引当金を新たに

算入しなければならない。  
 平成 27 年度末時点において資金不足は生じていないものの、病院事
業会計は、他の公営企業会計と比べて職員数が多いため、この見直しに

より資金不足が生じる見通しとなっている。  
 資金不足については、早急に解消できるように経営改善に努めなけれ

ばならない。  
 
２ 消費税及び地方消費税率改正について  
 平成２６年４月に消費税率が８％に見直され、さらに、平成３１年１

０月からは１０％に見直される予定である。  
病院における診療収入は、ごく一部を除いて大半が非課税である一方、

診療に必要な医薬品・材料をはじめとする診療に必要な経費は、大部分

が課税対象であり、結果として毎年多額の控除対象外消費税が発生する。 
 当院においても毎年度多額の控除対象外消費税が発生しており、消費

税率の変更は病院経営にとって大打撃となる。  
 収益の確保・増収とコストの縮減に努め、消費税率の変更に備えつつ、

公益社団法人全国自治体病院協議会等を通じて、病院の控除対象外消費

税の問題見直しについて国に要望する。  
 
３ 未利用財産の処分について  
 現在、祝津分院跡地等の未利用財産を抱えている。  
老朽化の著しい未利用の建物については取り壊しを進めるが、未利用

の土地については、市ホームページ等を通じて売却の公募を行っている

ものの、一部の売却にとどまっている。  
今後においても、引き続きこれらの土地売却の公募を続けると同時に、

市長部局と協議・連携の上、未利用財産の処分を進める。  
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４ 新経営改革プランの点検・評価・公表等について  
 新経営改革プランの取り組み状況の点検・評価は、「市立室蘭総合病院

経営改革評価委員会」（以下「評価委員会」という。）で行う。  
 また、新経営改革プランの内容等の変更に際しても、評価委員会での

議論等を反映させる。  
 点検・評価・公表の時期については、毎年度の決算数値が確定次第、

速やかに評価委員会での審議を経て、市立病院ホームページ、市広報誌

を通じて公表する。  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市立室蘭総合病院新経営改革プラン 

 
平成２５年９月３０日    新経営改革プラン策定 
平成２９年３月２７日    新経営改革プラン一部改正 

 


